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○木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要綱 

                       令和４年３月23日告示第71号 

        改正 

            令和７年２月１０日告示３０号 

   木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、地震等による危険ブロック塀等の倒壊から市民の生命及び財産を守るとと

もに、震災に強いまちづくりを推進するため、危険ブロック塀等の安全対策を行う者に対

し、予算の範囲内において、木更津市補助金等交付規則（昭和45年木更津市規則第21号）

及びこの要綱に基づき、補助金を交付する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) ブロック塀等 コンクリートブロック塀、組積造の塀その他これらに類する塀（基

礎を含む。）をいう。 

(2) 道路等 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 通学路（市内小学校の学校長が通学のための道として指定したものをいう。） 

イ 避難路（木更津市耐震改修促進計画第５、２の避難路をいう。） 

ウ 緊急輸送道路（木更津市地域防災計画第２編第３章第７節４の緊急輸送道路をい

う。） 

(3) 危険ブロック塀等 市内に存するブロック塀等で、道路等からの高さが0.6メートル

を超えかつ道路境界線までの水平距離以上のもので、市長が危険と判断したものをいう。 

(4) 安全対策 市長が安全と認めるもので、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 敷地内にある危険ブロック塀等の地盤面からの高さを0.6メートル以下に減じる行

為（以下「撤去」という。） 

イ 撤去に付随して、新たにフェンスを設置する行為 

（補助対象事業） 

第３条 この要綱による補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、道路等に面した危険ブロック塀等の安全対策を行うものとする。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者）という。）は、道路等
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に面した危険ブロック塀等を所有している個人とする。ただし、次の各号のいずれかに該

当する者を除く。 

(1) 本市の市税を滞納している者 

(2) 本市の他の要綱等の適用を受け、市の負担により危険ブロック塀等の撤去を行う者 

(3) 自己所有の危険ブロック塀等の安全対策を自ら施工する者 

(4) 木更津市暴力団排除条例（平成24年条例第５号）第２条第２号に規定する暴力団員、

同条第３号に規定する暴力団員等及び同条例第９条第１項に規定する暴力団密接関係

者 

(5) 過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けている者 

(6) その他市長が不適当と認める者 

２ 前項前段の規定にかかわらず、当該危険ブロック塀等の所有者と補助対象事業に要する

費用を負担しようとする者とが異なる場合は、当該費用を負担しようとする者が当該所有

者の親族である場合に限り、補助対象者とみなす。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、別表に定めるとおりとする。 

（事前相談） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、補助対象事業の交付申請をする前に事前相談

依頼書（別記第１号様式）を市長に提出し、危険ブロック塀等であることの確認を受けな

ければならない。 

２ 市長は、前項の書類が提出された時は、ブロック塀等点検チェック表（別記第２号様式）

で現地調査を行い、危険ブロック塀等に該当するか否かを判定し、ブロック塀等点検結果

通知書（別記第３号様式、別記第３号様式の２）により補助対象者に通知するものとする。 

（交付の申請） 

第７条 前条第２項の規定により危険ブロック塀等に該当する旨の通知を受けた補助対象

者が補助金の交付を申請する場合は、木更津市危険ブロック等安全対策事業補助金交付申

請書（別記第４号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければなら

ない。 

(1) ブロック塀等点検結果通知書の写し 

(2) 危険ブロック塀等に関する図面（別記第５号様式） 

(3) 施工前の危険ブロック塀等の全体のカラー写真で正面及び裏面が分かるもの 

(4) 市税完納証明書 
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(5) 危険ブロック塀等の所有を証するもの 

(6) 補助対象事業に要する経費の総額の見積書の写し 

(7) 申請する者が第４条第２項の規定に該当する場合にあっては、申請する者の住民票

の写し及び申請する者が所有者の親族であることを証する書類 

(8) その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付

の可否を決定し、木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付（不交付）決定通知

書（別記第６号様式）により申請者に通知するものとする。 

（変更等の承認） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた補助対象者（以下「補助事業者」と

いう。）が、当該決定を受けた補助対象事業の内容を変更又は中止するときは、速やかに

木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金（変更・中止）承認申請書（別記第７号様

式）に次の各号に掲げる書類を添えて、当該変更に係る事業に着手する前に、市長に申請

しなければならない。 

(1) 第７条各号に掲げる添付書類のうち、変更に係る書類 

(2) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときには、当該申請内容を審査し、速やかにそ

の決定の内容を木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金（変更・中止）承認通知書

（別記第８号様式）により補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第10条 補助事業者は、当該補助対象事業が完了したときは、木更津市危険ブロック塀等

安全対策事業補助金実績報告書（別記第９号様式）に、次に掲げる書類を添えて、市長に

報告しなければならない。 

(1) 施工中と施工完了が分かるカラー写真 

(2) 工事報告書（別記第10号様式） 

(3) 処分報告書（別記第11号様式） 

(4) 補助対象事業に係る契約書の写し 

(5) 補助対象事業に要した経費の総額の領収証の写し 

(6) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の実績報告書の提出期限は、補助対象事業の完了の日から30日以内又は当該年度
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の１月末日（閉庁日の場合はその翌日）のいずれか早い日までとする。 

（額の確定） 

第11条 市長は、前条第１項の規定により報告された内容に不備がない場合は、補助金の

額を確定し、木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金額確定通知書（別記第12号

様式）により補助事業者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第12条 前条の規定による通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けようとするとき

は、木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金交付請求書（別記第13号様式）によ

り市長に請求しなければならない。 

（交付決定の取り消し） 

第13条 市長は、補助事業者が次の各号に掲げる事項のいずれかに該当すると認められる

ときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消すことができる。 

(1) 虚偽の申請その他不正の行為により、補助金の交付の決定を受けたとき 

(2) この要綱に違反したとき 

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当であると認めたとき 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、木更津市危険ブロ

ック塀等安全対策事業補助金交付決定取消通知書（別記第14号様式）により補助事業者

に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第14条 市長は、前条第２項の規定により交付の決定を取り消した場合において、補助事

業者が既に補助金の交付を受けているときは、木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補

助金返還命令書（別記第15号様式）により、当該取り消しに係る補助事業者に対し、期

限を定めて補助金の返還を命ずるものとする。 

（代理受領） 

第15条 市長は、補助事業者の利便性を考慮し、補助事業者が補助金の受領について補助

事業を施工した者（以下「施工業者」という。）に委任した場合、補助事業者に代わり施

工業者に補助金を支払うことができる。 

２ 補助事業者が、補助金の受領を施工業者に委任するときは、第10条に規定する実績報

告書を提出する前までに、木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金代理受領届出書兼

委任状（別記第16号様式）を提出しなければならない。 

３ 補助事業者が前項に規定する委任を取りやめるときは、第10条に規定する実績報告書
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を提出する前までに、木更津市危険ブロック塀等安全対策事業補助金代理受領届出取りや

め届（別記第17号様式）を市長に提出しなければならない。 

４ 補助事業者は、施工業者に補助金の受領を委任した補助対象事業が完了したときは、第

10条第１項第５号に規定する領収書の写しに代えて、補助事業に要した事業費から補助

金を差し引いた額の領収書の写しを実績報告書に添付しなければならない。 

（補則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  附 則（令和 年 月 日告示 号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表（第５条） 

工事 補助金の額（一敷地あたり、千円未満の端数については切り捨てるものと

する。） 

撤去 次のいずれかのうち最も少ない額 

(1) 撤去に係る費用の3分の2 

(2) 撤去する危険ブロック塀等の長さ1メートルあたり15,000円を乗

じて得た額 

(3) 100,000円（撤去する危険ブロック塀等の長さの合計が20メートル

以上の場合は、150,000円） 

撤去に付随して

フェンスを設置 

次のいずれかのうち最も少ない額 

(1) 撤去及びフェンスの設置に係る費用の3分の2 

(2) 撤去する危険ブロック塀等の長さ1メートルあたり15,000円を乗

じて得た額と設置するフェンスの長さ1メートルあたり15,000円を乗

じて得た額の合計 

(3) 200,000円（撤去する危険ブロック塀等の長さの合計が20メートル

以上の場合は、300,000円） 
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